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1 本研究の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域支援としての幼児期の教育支援コンテンツの開発 

本研究を通して、札幌国際大学・札幌国際大学短期大学部の専門性を生かし、地域の教育支

援をするためのコンテンツを開発し、提供することで、地域貢献、社会貢献を進める。 

 

幼児期における運動遊びの指導充実のための教材開発 

 

 

インクルーシブ教育の充実のための教材パッケージの開発 

 

 

地域の幼児教育施設に教材の提供 

（出前授業や教材を収録した DVD など） 

★パラリンリアンと幼児が遊びを通して学ぶことができる出前授業パッケージを開発 

・出前授業の概要や成果をまとめた資料 

・パラリンリアンのインタビュー映像 

・普及用の動画Movie など 

★現場で役立つ 運動遊びの動画 や 資料 を提供 

担当：林 

担当：安井 



2 幼児期における運動遊びの指導充実のための教材開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在、研究のまとめに時間を要しているため、2023年度末に最終報告を行う 



3 インクルーシブ教育の充実のための教材パッケージの開発 

3.1はじめに 

本研究は、地域貢献として「インクルーシブ教育の充実のための教材パッケージ」を開発することにより、

「多文化共生都市・国際都市・札幌」の市民の素地を養うための教育支援を行うことが目的である。 

このような市民の素地は 2030年のオリンピックパラリンピック招致や開催に向けてもとても重要であり、

札幌の街が、より一層ウェルビーイングを実現する街に近づくためも大切な要素であると考えられる。 

我が国の教育は、個別最適な学びを重視し、特別支援教育の重要性はより一層高まっている。一方で、子

ども園では、いわゆる発達障害の子どもや外国にルーツをもつ子供などの多様性に困難を感じているという

現実もある。そのため、幼児期から「多様な人とのかかわり」を意図的計画的に行うことで、子ども自身が多

様性を認められるように育てて行くとともに、その姿を伝えていくことで、保護者や地域の目をも育てていく教

育パッケージを開発する。 

2030年に向けて、札幌市はオリンピックパラリンピックの誘致を検討している。札幌市と連携協定を結ぶ

本学が主体となって本教材パッケージを開発し、札幌市に提供する意義は、とても大きいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3.2グランドデザインの試作 

 本研究をスタートするにあたり、包括連携先である札幌市（清田区・スポーツ局）と理念や方向性を共有す

るため「グラウンドデザイン」を試作した。具体的には、以下の通りである。今後、これをより具体化しながら、

関係機関と連携を図りつつ、本学ができる札幌市におけるインクルーシブ教育の充実のための取り組みをさ

らに検討し、継続していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 グラウンドデザインの試案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 グラウンドデザインの試案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 グラウンドデザインの試案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3.3清田区におけるインクルーシブ教育の充実のための教材パッケージ開発 

 本研究では、清田区内の他園でも実践できるような「教材パッケージ開発」を試みた。出前授業型とし、札

幌市や札幌市スポーツ局と連携をしながら、パラリンリアンと幼児が一緒に遊ぶことを通して、多様性の理解

を促すとともに、もっと仲良くなりたい！もっと遊びたいと、障害の有無に囚われることなく、ひとりの人として大

切にする心を育てることをねらい、プログラム構成を検討した。下記が、モデルカリキュラムである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 モデルカリキュラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 本学付属認定こども園との試行の際の実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
3.4 インクルーシブ教育の充実のための教職課程学生向けの講座の開催 

 教職課程の学生やスポーツに打ち込んでいる学生とパラリンピアンが共に語る場を設けることも、インクル

ーシブ教育の充実に資すると考え、本学学生向けの講座を開催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 実施状況の報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 最終報告に向けて 

本研究の最終報告を 2023年度末にできるよう、現在、まとめ等を実施しているところである。特に、動画

教材の編集等に時間がかかっており、教材パッケージづくりに時間を要している状況である。 

2022年度の研究を踏まえ、さらに、23年度に地域貢献事業として継続しながら、その成果も含めて、最

終報告で改めてご報告させていただく予定である。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


